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1. 18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期 22,803 (　8.3) 342 (　0.0) 451 (△0.8)

17年 3月期 21,046 (  7.4) 342 ( 80.8) 455 ( 75.1)

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年 3月期 △297 － △8 50 　 － △8.4 3.1 2.0

17年 3月期 125 － 3 59 　 － 3.5 3.0 2.2

(注) ① 期中平均株式数 18年 3月期 34,999,064株 17年 3月期 35,005,370株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年 3月期  0 00 0 00 0 00 0 0.0 0.0

17年 3月期 0 00 0 00 0 00 0 0.0 0.0

　 　

　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期 14,174 3,374 23.8 96 41

17年 3月期 15,387 3,685 24.0 105 30

(注) ① 期末発行済株式数 18年 3月期 34,997,643株 　17年 3月期 35,001,248株

　 ② 期末自己株式数 18年 3月期 22,357株 　17年 3月期 18,752株

　

2. 19年3月期の業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 11,000 200 60   0 00 ― 　 ― 　

通期 23,000 500 210 ― 　 0 00 0 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　6円00銭
　※  上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際
　　の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

― 38 ―



1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　現金及び預金 　 　 894,102 　 　 457,305 　 　 △436,797

　　　　受取手形 ※５ 　 1,966,160 　 　 2,369,031 　 　 402,871

　　　　売掛金 ※５ 　 2,927,534 　 　 3,219,845 　 　 292,310

　　　　商品 　 　 232,674 　 　 308,416 　 　 75,741

　　　　製品 　 　 29,003 　 　 24,193 　 　 △4,809

　　　　貯蔵品 　 　 11,812 　 　 8,687 　 　 △3,124

　　　　前渡金 　 　 151,771 　 　 ― 　 　 △151,771

　　　　前払費用 　 　 44,464 　 　 47,772 　 　 3,308

　　　　繰延税金資産 　 　 78,258 　 　 74,540 　 　 △3,718

　　　　関係会社短期貸付金 　 　 294,406 　 　 415,592 　 　 121,186

　　　　未収入金 　 　 259,988 　 　 262,451 　 　 2,462

　　　　その他 　 　 34,568 　 　 26,658 　 　 △7,909

　　　　貸倒引当金 　 　 △20,414 　 　 △18,113 　 　 2,300

　　　　　流動資産合計 　 　 6,904,330 44.9 　 7,196,381 50.8 　 292,050

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※２ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　建物 ※１ 　 721,343 　 　 690,422 　 　 △30,920

　　　　構築物 　 　 503,577 　 　 497,972 　 　 △5,605

　　　　機械及び装置 　 　 574,465 　 　 567,099 　 　 △7,365

　　　　容器 　 　 190,970 　 　 178,527 　 　 △12,442

　　　　土地 ※１ 　 2,609,946 　 　 1,940,948 　 　 △668,997

        その他 　 　 143,789 　 　 146,385 　 　 2,596

　　　　　有形固定資産合計 　 　 4,744,092 30.9 　 4,021,356 28.3 　 △722,736

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　借地権 　 　 349,359 　 　 136,679 　 　 △212,680

　　　　その他 　 　 53,947 　 　 71,680 　 　 17,732

　　　　　無形固定資産合計 　 　 403,307 2.6 　 208,359 1.5 　 △194,947

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　投資有価証券 ※１ 　 186,107 　 　 141,882 　 　 △44,224

　　　　関係会社株式 ※１ 　 787,806 　 　 761,513 　 　 △26,292

　　　　出資金 　 　 34,620 　 　 34,620 　 　 ―

　　　　関係会社出資金 　 　 16,050 　 　 16,050 　 　 ―

　　　　従業員に対する

　　　　長期貸付金 　
　 60,299 　 　 56,265 　 　 △4,034

　　　　関係会社長期貸付金 　 1,334,410 　 　 853,576 　 　 △480,834
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　　　　長期未収入金 　 　 76,605 　 　 60,812 　 　 △15,792

　　　　破産債権 　 　 25,549 　 　 7,714 　 　 △17,834

　　　　長期預け金 　 　 287,670 　 　 184,812 　 　 △102,858

　　　　長期前払費用 　 　 23,861 　 　 21,488 　 　 △2,372

　　　　繰延税金資産 　 　 527,644 　 　 617,667 　 　 90,023

　　　　貸倒引当金 　 　 △24,611 　 　 △7,714 　 　 16,896

　　　　　投資その他の資産

　　　　　合計
　 　 3,336,012 21.6 　 2,748,688 19.4 　 △587,324

　　　　　固定資産合計 　 　 8,483,412 55.1 　 6,978,403 49.2 　 △1,505,008

　　　　　資産合計 　 　 15,387,742 100.0 　 14,174,785 100.0 　 △1,212,957

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　支払手形 ※５ 　 681,165 　 　 578,264 　 　 △102,901

　　　　買掛金
※１

※５
　 2,992,485 　 　 3,415,213 　 　 422,728

　　　　短期借入金 　 　 5,748,000 　 　 4,798,000 　 　 △950,000

　　　　１年以内に返済する

　　　　長期借入金
　 　 240,000 　 　 240,000 　 　 ―

　　　　未払金 　 　 125,725 　 　 226,567 　 　 100,841

　　　　未払費用 　 　 92,314 　 　 96,545 　 　 4,230

　　　　未払法人税等 　 　 151,482 　 　 95,612 　 　 △55,869

　　　　未払消費税等 　 　 16,431 　 　 20,723 　 　 4,291

 　　　 前受金 　 　 126,053 　 　 ─ 　 　 △126,053

     　 前受収益 　 　 1,660 　 　 ─ 　 　 △1,660

        賞与引当金 　 　 119,008 　 　 119,996 　 　 988

　　　　その他 　 　 54,529 　 　 76,559 　 　 22,029

　　　　　流動負債合計 　 　 10,348,857 67.2 　 9,667,482 68.2 　 △681,375

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　長期借入金 　 　 428,000 　 　 188,000 　 　 △240,000

　　　　長期未払金 　 　 2,295 　 　 ― 　 　 △2,295

　　　　退職給付引当金 　 　 890,904 　 　 911,837 　 　 20,932

　　　　その他 　 　 32,047 　 　 33,352 　 　 1,304

　　　　　固定負債合計 　 　 1,353,247 8.8 　 1,133,189 8.0 　 △220,057

　　　　　負債合計 　 　 11,702,104 76.0 　 10,800,671 76.2 　 △901,432

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※３ 　 2,261,000 14.7 　 2,261,000 15.9 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　資本準備金 　 885,000 　 　 885,000 　 　 　 ―

　　　　　資本剰余金合計 　 　 885,000 5.8 　 885,000 6.2 　 ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　当期未処分利益 　 504,938 　 　 207,586 　 　 　 △297,351

　　　　　利益剰余金合計 　 　 504,938 3.3 　 207,586 1.5 　 △297,351

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※６ 　 36,484 0.2 　 23,070 0.2 　 △13,413

Ⅴ　自己株式 ※４ 　 △1,785 △0.0 　 △2,544 △0.0 　 △759

　　　資本合計 　 　 3,685,637 24.0 　 3,374,113 23.8 　 △311,524

　　　負債及び資本合計 　 　 15,387,742 100.0 　 14,174,785 100.0 　 △1,212,957
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　製品売上高 ※８ 5,568,617 　 　 5,798,508 　 　 　 　

　　　　商品売上高 ※８ 15,069,098 　 　 16,579,046 　 　 　 　

　　　　その他の営業収入
※１

※８
408,757 21,046,473 100.0 425,468 22,803,022 100.0 　 1,756,549

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　製品売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　期首製品たな卸高 　 30,038 　 　 29,003 　 　 　 　

　　　　当期製品製造原価 　 441,617 　 　 503,085 　 　 　 　

　　　　外注生産品受入高 　 2,853,845 　 　 3,013,184 　 　 　 　

　　　　　　合計 　 3,325,502 　 　 3,545,272 　 　 　 　

　　　　期末製品たな卸高 　 29,003 　 　 24,193 　 　 　 　

　　　　製品売上原価 　 3,296,499 　 　 3,521,078 　 　 　 　

　　　商品売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　期首商品たな卸高 　 251,244 　 　 232,674 　 　 　 　

　　　　当期商品仕入高 　 13,448,391 　 　 15,094,181 　 　 　 　

　　　　当期充填費用 ※２ 78,708 　 　 75,262 　 　 　 　

　　　　　　合計 　 13,778,344 　 　 15,402,119 　 　 　 　

　　　　期末商品たな卸高 　 232,674 　 　 308,416 　 　 　 　

　　　　商品売上原価 　 13,545,669 　 　 15,093,703 　 　 　 　

　　　　その他の営業収入原価 ※３ 366,843 17,209,013 81.8 374,098 18,988,880 83.3 　 1,779,867

　　　　　売上総利益 　 　 3,837,460 18.2 　 3,814,141 16.7 　 △23,318

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　運搬費 　 642,495 　 　 691,282 　 　 　 　

　　　　支払手数料 　 231,427 　 　 219,486 　 　 　 　

　　　　貸倒引当金繰入額 　 14,875 　 　 ― 　 　 　 　

　　　　給料・賞与 　 885,441 　 　 946,684 　 　 　 　

　　　　賞与引当金繰入額 　 119,008 　 　 119,996 　 　 　 　

　　　　退職給付費用 　 68,591 　 　 72,494 　 　 　 　

　　　　福利厚生費 　 191,635 　 　 192,590 　 　 　 　

　　　　賃借料 　 315,815 　 　 286,461 　 　 　 　

　　　　減価償却費 　 204,995 　 　 206,427 　 　 　 　

　　　　その他の経費 　 820,188 3,494,474 16.6 735,776 3,471,199 15.2 　 △23,275

　　　　　営業利益 　 　 342,985 1.6 　 342,942 1.5 　 △42
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前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅳ　営業外収益 ※８ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 ※８ 44,869 　 　 37,158 　 　 　 　

　　　受取配当金 　 19,823 　 　 23,349 　 　 　 　

　　　賃貸料 ※８ 219,266 　 　 206,725 　 　 　 　

　　　雑収入 　 58,914 342,873 1.6 63,884 331,117 1.5 　 △11,755

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 116,703 　 　 95,156 　 　 　 　

　　　手形売却損 　 26,889 　 　 27,073 　 　 　 　

　　　賃貸費用 　 86,330 　 　 76,864 　 　 　 　

　　　雑損失 　 106 230,030 1.0 22,988 222,083 1.0 　 △7,947

　　　　経常利益 　 　 455,827 2.2 　 451,976 2.0 　 △3,850

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却益 ※５ 22,012 　 　 9,993 　 　 　 　

　　　投資有価証券売却益 　 23,888 　 　 110,517 　 　 　 　

　　　関係会社株式売却益 ※８ ― 　 　 256,167 　 　 　 　

　　　貸倒引当金戻入益 　 ― 　 　 3,417 　 　 　 　

　　　関連会社清算益 　 9,022 　 　 ― 　 　 　 　

　　　酸素ガス供給損失補償金 　 27,000 　 　 ― 　 　 　 　

　　　事務所移転補償金 　 19,107 　 　 ― 　 　 　 　

　　　その他 　 ― 101,031 0.4 164 380,259 1.7 　 279,228

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却及び除却損 ※６ 125,668 　 　 108,818 　 　 　 　

　　　減損損失 ※７ ― 　 　 803,060 　 　 　 　

　　　関係会社株式評価損 　 ― 　 　 31,499 　 　 　 　

　　　退職給付会計変更時差異

　　　費用処理額
　 109,759 　 　 ― 　 　 　 　

　　　役員退職慰労金 　 62,500 　 　 51,400 　 　 　 　

　　　過年度土地賃借料 　 ― 　 　 19,912 　 　 　 　

　　　その他 　 126 298,054 1.4 ― 1,014,690 4.5 　 716,636

　　　　税引前当期純利益又は

　　　　税引前当期純損失(△)
　 　 258,804 　1.2 　 △182,453 △0.8 　 △441,258

　　　　法人税、住民税

　　　　及び事業税
　 201,748 　 　 192,000 　 　 　 　

　　　　法人税等調整額 　 △68,449 133,299 0.6 △77,102 114,897 0.5 　 △18,401

　　　　当期純利益又は

　　　　当期純損失(△)
　 　 125,505 0.6 　 △297,351 △1.3 　 △422,856

　　　　前期繰越利益 　 　 379,433 　 　 504,938 　 　 125,505

　　　　当期未処分利益 　 　 504,938 　 　 207,586 　 　 △297,351
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③ 利益処分計算書

　

　 　
前事業年度

(平成17年6月29日)

当事業年度

(平成18年6月29日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 504,938 　 207,586

Ⅱ　利益処分額 　 　 ― 　 ―

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 504,938 　 207,586

（注）日付は、株主総会承認日及びその予定日であります。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　１　有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

　　　償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

　　　総平均法による原価法

その他の有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し売却原価は総平均法によ

り算定)

―――――

　

子会社株式及び関連会社株式

　　　　　同　　　　　左

その他の有価証券

時価のあるもの

　　　　　同　　　　　左

　

　

　

　 　時価のないもの

　　総平均法による原価法

時価のないもの

　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　移動平均法による原価法 　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　３　固定資産の減価償却の方

法

　 　

　(1) 有形固定資産 　定率法(一部定額法)を採用しており

ます。

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。な

お、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　(2) 無形固定資産 　定額法を採用しております。

　なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　(3) 長期前払費用 　法人税法に基づく均等償却法 　　　　　同　　　　　左

　 　 　

４　引当金の計上基準 　 　

　(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　(2) 賞与引当金 　従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　　　　　同　　　　　左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生している額を計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生している額を計上しております。

　 　なお、会計基準変更時差異(690,873

千円)については、転籍者に対する部分

を除いた残高（552,159千円）の５年に

よる按分額を費用処理しております。

　

　 　 　

５　ヘッジ会計 ①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップの特例要件を充たす

ため、特例処理を採用しておりま

す。

―――――

　　　　

　 　 　

　 ②　ヘッジ手段、ヘッジ対象

　　　ヘッジ手段……金利スワップ

　　　ヘッジ対象……借入金の利息

　　　　

　 　 　

　 ③　ヘッジ方針

　　リスク管理方針について定めた内

部規程に基づいて、金利変動リスク

をヘッジしております。

　　　

　 　 　

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　　すべて金利スワップの特例処理に

よっているため、有効性の評価を省

略しております。

　　　　

　 　 　

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　　　　同　　　　　左

　 　 　

　７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

　　　　　同　　　　　左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――
　

(固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。

　これにより税引前当期純利益が803,060千円減少して

おります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。

　

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(貸借対照表)

(1) 前事業年度まで区分掲記しておりました流動資産の

「立替金」は、金額が僅少であるため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の流動資産の「その他」に含まれ

ている「立替金」の金額は14,506千円であります。

(2) 流動資産の「未収入金」は総資産額の100分の１を超

えたため、区分掲記することにしました。

　  なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含まれ

ている「未収入金」の金額は35,648千円であります。

(貸借対照表)

(1) 前事業年度まで区分掲記しておりました流動負債の

「前受金」は、金額が僅少であるため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の流動負債の「その他」に含まれ

ている「前受金」の金額は1,093千円であります。

(2) 前事業年度まで区分掲記しておりました流動負債の

「前受収益」は、金額が僅少であるため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の流動負債の「その他」に含まれ

ている「前受収益」の金額は1,573千円であります。

　

（損益計算書）

 営業外費用の「手形売却損」は営業外費用の総額の100

分の10を超えたため、区分掲記することにしました。

 なお、前事業年度の営業外費用の「雑支出」に含まれ

ている「手形売却損」の金額は25,049千円であります。

　
（損益計算書）

―――――
　

　

　

追加情報

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

(企業会計基準委員会　平成16年２月13日)が公表されたこ

とに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割14,500千円を販売費及び一

般管理費として処理しております。

―――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　

項目
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

　※１　担保資産及び担保付債

務

　 　

　(1) 担保に供している資産 　 　

　建物 691千円 632千円

　土地 55,810 55,810

　投資有価証券 18,200 1,000

　関係会社株式 170,635 170,406

―――――――― ――――― ―――――

計 245,337 227,848

　 　 　

　(2) 担保付債務 　 　

　買掛金 235,793千円 263,428千円

　保証債務 87,259 76,791

―――――――― ――――― ―――――

計 323,052 340,219

　※２　有形固定資産の減価償

却累計額
7,437,239千円 7,475,045千円

※３　授権株式数

　　　発行済株式総数

普通株式 80,000,000株

普通株式 35,020,000株

普通株式 80,000,000株

普通株式 35,020,000株

※４　自己株式の保有数 普通株式　　　　　　　　18,752株 普通株式　　　　　　　　22,357株

※５　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産

および負債には区分掲

記されたもののほか、

次のものがあります。

　(1) 流動資産

　　　　受取手形

　　　　売掛金

　(2) 流動負債

　　　　支払手形

　　　　買掛金

　

　

　

　

　

　

1,369,714千円

　1,882,988千円

　

　11,927千円

　337,464千円

　

　

　

　

　

　

1,791,136千円

2,066,571千円

　

　17,002千円

　325,067千円

※６　配当制限 有価証券の時価評価により、純資産

が36,484千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。

有価証券の時価評価により、純資産

が23,070千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124

条第３号の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。
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項目

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

　７　偶発債務 　下記の会社の金融機関からの借入に

ついて債務保証を行っております。

　下記の会社の金融機関からの借入に

ついて債務保証を行っております。

　 東邦運送㈱ 535,920千円

東邦新潟㈱ 333,202　

東邦岩手㈱ 264,250　

八戸液酸㈱ 105,000　

日本海アセチレ

ン㈱
92,151　

朝日産業㈱ 87,259　

その他２社 32,000　

計 1,449,784　
　

東邦運送㈱ 538,710千円

東邦新潟㈱ 376,396　

常磐熔材㈱ 240,776　

東邦岩手㈱ 203,810　

朝日産業㈱ 76,791　

八戸液酸㈱ 75,000　

日本海アセチレ

ン㈱
22,625　

その他２社 30,775　

計 1,564,883　
　

　 　上記のほか、下記の会社の金融機関

からの借入について保証予約を行って

おります。

　上記のほか、下記の会社の金融機関

からの借入について保証予約を行って

おります。

　 ㈱福島共同ガス

センター
167,500千円

八戸液酸㈱ 56,750　

㈱いわき水素 3,825　

計 228,075　

㈱福島共同ガス

センター
137,500千円

八戸液酸㈱ 47,500　

㈱いわき水素 2,125　

計 187,125　

　８　受取手形割引高 　1,999,983千円

　
(うち関係会社に
係るもの　　　　　　　 1,999,983千円)

1,799,980千円

　
(うち関係会社に
係るもの　　　　 　    1,799,980千円)
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(損益計算書関係)

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　※１　その他の営業収入の内

訳

　 　

　　　容器耐圧塗装 　408,757千円 　425,468千円

※２　当期充填費用の内訳 　 　

労務費

経費

(外注加工費)

(減価償却費)

(その他)

計

8,464千円

70,244 　

(53,389)

(3,195)

(13,658)

78,708 　

8,953千円

66,309 　

　(51,778)

(2,612)

(11,917)

75,262 　

　※３　その他の営業収入原価

の内訳

　 　

原材料費

経費

(外注加工費)

(減価償却費)

(その他)

計

他勘定へ振替

計

236,469千円

144,731 　

(121,439)

(3,524)

(19,766)

381,200 　

14,356 　

366,843 　

252,815千円

151,114 　

(128,272)

(3,285)

(19,556)

403,930 　

29,832 　

374,098 　

　※４　一般管理費に含まれる

研究開発費

　

45,459千円

　

48,030千円

※５　固定資産売却益の内訳 　 　

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

容器

土地

計

―千円

731 　

― 　

― 　

― 　

35 　

21,246 　

22,012 　

833千円

1,881 　

2,324 　

80 　

3 　

4,869 　

― 　

9,993 　

　※６　固定資産売却及び除却

損の内訳

　

　 　 　

　

　 　 　

建物

構築物

機械及び装置

車両運搬具

工具器具及び備品

容器

土地

借地権

施設利用権

撤去費用

計

23,785千円

3,235 　

4,830　

82　

1,351　

2,249 　

12,912 　

39,331 　

1,400 　

36,489 　

125,668 　
　

4,573千円

1,988 　

4,002　

114　

32　

3,263 　

87,989 　

― 　

― 　

6,852 　

108,818 　
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

※７　減損損失 ―――――
　

　当社は、以下の資産のグループについ

て減損損失を計上しております。

　 　
地域 用途 種類

減損損失

（千円）

東京都
遊休資

産

土 地 、

無 形 固

定資産

285,970

青森県
遊休資

産
土地 162,490

山形県
遊休資

産　
土地 201,370

千葉県 事業所

建 物 、

機 械 装

置他

77,029

その他
遊休資

産

土 地 、

建物他
76,201

合計 803,060

　
　 　 　資産のグルーピングについては、管

理会計上の区分に基づく事業所及び営

業所を基本単位とし、賃貸資産及び遊

休資産については個々の物件単位毎に

行っております。

　この結果、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産については地価の下落

により、事業所については営業損益が

悪化し短期的な業績の回復が見込まれ

ないことにより、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（803,060千円）として特別損失に計

上しており、その内訳は、建物35,983

千円、構築物16,956千円、機械及び装

置18,467千円、容器11,276千円、土地

499,920千円、その他有形固定資産

2,622千円、借地権212,680千円、その

他無形固定資産5,152千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、土地、借地権については不動産鑑

定評価により算出し、また、その他の

資産については汎用性のない資産であ

ることから、有償での売却可能性は無

いものと評価しております。
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

※８　関係会社項目 　 　

　(1) 関係会社に対する売上

高

　

　　　　製品売上高

　　　　商品売上高

　　　　その他の営業収入

　2,782,646千円

　9,894,900千円

　204,334千円

2,979,862千円

11,032,069千円

249,137千円

　(2) 関係会社からの営業外

収益

　 　

　　　　受取利息 　39,902千円 32,931千円

　　　　賃貸料

　　　上記以外の営業外収益

 

　（3）関係会社との取引によ

　　　 る特別利益

         関係会社株式売却益

　206,320千円

　　　　　　　　　　 －千円

                         

                         

　

　　　　　　　　　　　　　－千円

191,400千円

　　　　　　　　　　　  64,959千円

　

                  

　

　　　　　　　　　　　256,167千円

　

　

リース取引関係

有価証券報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

　

　

有価証券関係

前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。

当事業年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。
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税効果会計関係

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)
　

当事業年度
(平成18年３月31日)

　　繰延税金資産 　 　 　　 　　 　 　　 　

退職給付引当金 　 　 357,350千円　　 　 371,026千円　

関係会社株式評価損 　 　 190,317　 　　 　 190,317　 　

賞与引当金 　 　 48,424　 　　 　 48,826　 　

貸倒引当金 　 　 6,862　 　　 　 4,146　 　

未払事業税 　 　 13,889　 　　 　 8,774　 　

社会保険料 　 　 5,767　 　　 　 6,041　 　

減損損失 　 　 ―　 　　 　 70,581　 　

固定資産除却費用 　 　 8,321　 　　 　 8,321　 　

　　繰延税金資産合計 　 　 630,933　 　　 　 708,035　 　

　 　 　 　　 　　 　 　　 　

　　繰延税金負債 　 　 　　 　　 　 　　 　

　　　その他有価証券評価差額金 　 　 25,030　 　　 　 15,827　 　

　　繰延税金負債合計 　 　 25,030　 　　 　 15,827　 　

　 　 　 　　 　　 　 　　 　

　　繰延税金資産純額 　 　 605,902　 　　 　 692,207　 　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)
　

　　法定実効税率 　 　 40.69％　 　

　　　(調整) 　 　 　　　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　 　 15.31　　 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 　 　 △3.53　　 　

住民税均等割 　 　 4.98　　 　

特別減税に係る税額控除 　 　 △3.20　　 　

過年度法人税等還付金 　 　 △3.19　　 　

その他 　 　 0.45　　 　

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 　 51.51　　 　

　

　（注）　当事業年度は税引前当期純損失のため、記載しておりません。

　

重要な後発事象

前事業年度(平成17年３月31日) 当事業年度(平成18年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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役 員 の 異 動 
平成 18 年 5 月 26 日取締役会 

（平成 18 年 6 月 29 日付） 

 

（１）代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

 

（２）その他の役員の異動 

 

1. 取 締 役 
 

異動なし  

    

2. 監 査 役 新 任 青柳 英司 

 

常勤監査役 

 辞 任 山野 健 

 

常勤監査役 

（注）新任監査役候補者、青柳英司氏は社外監査役の候補者であります。 

3. 執行役員 新 任 神保 直世 

 

経営統括室部長 

 
 

竹内 久司 

 

仙台事業所長 

 
退 任 山崎 淳 

 

東邦岩手株式会社 専務取締役 

 
 平澤 稔 関東事業所長 

 


